
R2年国調
  人  口 27年国調 Ⅱ－３

増減 △2,854人 △4.2%
R7.1.1 2.6% 2.6%
R6.1.1 12.7% 12.9% Ⅰ－２
増減 △995人 △1.5% 84.1% 80.3%

決算額 構成比 増減率 経常一般財源等 構成比 新産 × 収

10,653,063 32.3 △ 1.5 9,575,348 54.7 工特 ×

180,653 0.5 2.1 180,653 1.0 低開発 × 支

3,840 0.0 21.4 3,840 0.0 産炭 ×

70,678 0.2 44.2 70,678 0.4 山振 × 状

121,861 0.4 53.7 121,861 0.7 離島 ×

1,696,001 5.1 4.2 1,696,001 9.7 過疎 × 況

81,499 0.2 △ 3.6 81,499 0.5 半島 ×

0 0.0 皆減 0 0.0 首都 ×

30,629 0.1 21.1 30,629 0.2 近畿 ×

171,383 0.5 14.9 171,383 1.0 中部 ○

290,597 0.9 779.5 290,597 1.7 市町村圏 ○ 一

5,468,996 16.6 1.9 5,157,341 29.4 特定農山村 × 般

5,157,341 15.6 1.8 5,157,341 29.4 財政再建 × 職

311,655 0.9 4.6 0 0.0 指数表選定 ○ 員

18,769,200 56.8 2.0 17,379,830 99.2 財源超過 × 等

7,994 0.0 △ 8.2 7,994 0.0

238,173 0.7 △ 1.9 0 0.0 定

449,864 1.4 △ 0.4 65,840 0.4 数

278,298 0.8 1.1 0 0.0 現年課税分 × × 1

5,484,835 16.6 △ 4.4 - - 98.8% × × 2

1,889,675 5.7 △ 1.0 - - 98.2% × ○

109,608 0.3 247.6 28,473 0.2 98.5% ○ × 1

831,436 2.5 34.6 - - × × 1

1,663,808 5.0 0.2 - - × ○ 1

1,566,754 4.7 41.2 - - × × 18

821,552 2.5 △ 51.4 32,164 0.2

916,488 2.8 1.0 - -

33,027,685 100.0 △ 0.1 17,514,301 100.0

経常収支

比　　　率

5,409,961 16.8 9.3 5,032,694

3,377,661 10.5 2.9 3,108,318

7,548,341 23.5 3.3 3,011,926

2,500,279 7.8 1.4 2,481,287

2,500,250 7.8 1.4 2,481,258

29 0.0 皆増 29

15,458,581 48.1 5.0 10,525,907

5,093,825 15.9 3.0 4,049,637

399,771 1.2 1.2 260,801

3,542,722 11.0 △ 4.0 3,091,901

967,356 3.0 2.8 967,293

3,494,684 10.9 3.6 2,852,931

2,124,059 6.6 △ 14.0 1,218,696

投資及び出資金・貸付金 305,659 1.0 0.9 290,841

前年度繰上充用金 0 0.0 - -

1,700,888 5.3 6.9 489,480

131,491 0.4 5.0 124,066

1,649,171 5.1 7.6 489,480

295,528 0.9 △ 27.2 65,925

1,251,664 3.9 19.9 394,676

101,979 0.3 23.6 28,879

51,717 0.2 △ 11.7 0
0 0.0 - -

32,120,189 100.0 2.0 22,780,194

令　和　６　年　度
65,491人

産　業　構　造　・　就　業　人　口 人口集中地区人口

22 2089
68,345人 都道府県名 団体名 市町村類型

区分       令和２年    国調 平成２７年    国調 R2年国調 25,831人

決 　  算  　状　  況 住民基本
台帳人口

64,438人 第１次 712人 789人 27年国調 28,602人 シズオカケン

65,433人 第２次 3,537人  3,966人 面　　積 124.02㎢
静岡県 伊東市

地方交付税種地
第３次 23,382人 24,762人 人口密度(R2） 528人

イトウシ

　　　　　　歳　入　の　状　況　　　　　　　　（単位：千円・％） 市　　税 　の　状　況　　　　　　（単位：千円・％）
　指定団体等の 　　　　区　　　　　　分 R6年度（千円） R5年度（千円）
　指定状況 歳入総額 33,027,685 33,053,065

歳出総額 32,120,189 31,486,311

地 方 税

市民税

個人均等割 129,388 1.2 △ 13.3 0

区　　　　　　分 区　　　　分 徴収済額 構成比 増減率 超過課税分

歳入歳出差引 907,496 1,566,754

地 方 譲 与 税 所得割 2,708,098 25.4 △ 5.1 0 減収補塡債
発行額
（特例分）

翌年度に繰越すべき財源 121,557 513,449

利 子 割 交 付 金 法人均等割 270,874 2.5 3.8 0 実質収支 785,939 1,053,305

配 当 割 交 付 金 法人税割 209,836 2.0 17.4 0 単年度収支 △ 267,366 188,122

株式等譲渡所得割交付金 固定資産税 5,105,339 47.9 △ 0.7 0 なし 積立金 603,742 450,144

地 方 消 費 税 交 付 金 うち純固定資産税 5,084,384 47.7 △ 0.7 0 臨時財政対策債
発行額

繰上償還金 0 0

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 軽自動車税 233,341 2.2 3.5 0 積立金取崩し額 400,000 700,000

77,488 実質単年度収支 △ 63,624 △ 61,734

自動車税環境性能割交付金 特別土地保有税 - - - -

自 動 車 取 得 税 交 付 金 市たばこ税 583,488 5.5 0.0 0

（人）  月額 （百円）

地 方 特 例 交 付 金 法定外普通税 - - - - 一般職員

　　　 　区　　　分
職員数 給料月額　（百円） １人当たり平均給料

法 人 事 業 税 交 付 金 （法定普通税計） 9,240,364 86.7 △ 1.7 0

487 1,600,769 3,287

地 方 交 付 税 旧法による税 - - - - 　 うち技能労務員 64 235,200 3,675

内
訳

　普　　通 目的税 1,412,699 13.3 △ 0.3 0 教育公務員 42 129,696 3,088

　特　　別

内
訳

入湯税 334,984 3.1 4.9 0 消防職員 0 0 0

　（　一　般　財　源　計　） 都市計画税 1,077,715 10.1 △ 1.8 0 臨時職員 0 0 0

交通安全対策特別交付金 　 　　　合　　　計 529 1,730,465 3,271

分 担 金 ・ 負 担 金 　
一部事務組合加入の状況 特別職等

給料（報酬）月額 １人当たり平均給料

使 用 料 　  　合　　　　計 10,653,063 100.0 △ 1.5 0 適用開始年月日 （報酬）月額　（百円）

手 数 料 適
用
税
率
の
状
況

市
民
税

個
人
分

均等割 3,500円 徴
収
率

令和6年1月1日 8,550

国 庫 支 出 金 市 民 税 27.8% 95.8% 退職手当 火葬場 副市長 令和7年4月1日

区 分 滞納繰越分 合 計 議員公務災害 し尿処理 市　 長

7,350

県 支 出 金

所得割
標準税率に
対する比率
1.0

純固定資産税 22.8% 94.5% 事務機共同 常備消防

6,760

寄 附 金 老人福祉 中学校 議会議長 令和5年10月1日 4,350

財 産 収 入 税 合 計 24.7% 95.4% 市税滞納整理 小学校 教育長 令和7年4月1日

4,000

繰 越 金 じんかい処理 その他 議会議員 令和5年10月1日 3,700
繰 入 金

      固定資産税　　　1.4/100
伝染病 後期高齢者医療 議会副議長 令和5年10月1日

諸 収 入 　　　　　　目　的　別　歳　出　の　状　況　　　　　　　　　　（単位：千円・％） 　　　　　区　　　　　　　分 指数等（単位：千円）

地 方 債 　 　区　　　　　　分 　　　　決算額　　Ａ 構成比 増減率 Ａのうち普通建設事業費 Ａの充当一般財源等

R6年度

基準財政収入額 9,125,047

　 　歳　　入　　合　　計  　議　　会　　費 211,202 0.7 5.4 0 211,202 基準財政需要額 14,282,391

　　　　　　性　質　別　歳　出　の　状　況　　　　　　　（単位：千円・％）
 　総　　務　　費 4,974,383 15.5 17.9 45,070 3,850,125 標準税収入額 11,593,601

 　民　　生　　費 13,434,383 41.8 3.4 36,079 7,731,166 標準財政規模 16,828,430

財政力指数（R4～R6平均） 0.642

一般財源等  　労　　働　　費 102,104 0.3 △ 0.8 0 102,104 実質収支比率

 　衛　　生　　費 2,692,068 8.4 0.7 173,263 2,105,829経常経費充当

4.7%

人　　件　　費 4,260,924 24.2 　 農林水産業費 219,303 0.7 2.8 105,952 163,209

　　　区　　　　　　　分 決算額 構成比 増減率 充当一般財源等

経常一般財源等比率 104.1%

うち職員給 - -  　商　　工　　費 1,471,994 4.6 6.8 141,877 1,042,098 公債費負担比率 10.5%

扶　　助　　費 1,896,821 10.8  　土　　木　　費 2,637,228 8.2 1.6 895,799 1,814,802 公債費比率 7.8%

公　　債　　費 2,481,287 14.1  　消　　防　　費 1,246,422 3.9 6.5 59,438 1,149,990 起債制限比率（R4～R6平均） 7.2%

内
訳

元利償還金 2,481,258 14.1  　教　　育　　費 6.5%

一時借入金利子 29 0.0  　災 害 復 旧 費 51,717 0.2 △ 11.7 - 0

2,579,106 8.0 △ 24.3 191,693 2,128,382 実質公債費比率（R4～R6平均）

実質赤字比率 -

   （ 義 務 的 経 費 計 ） 8,639,032 49.1  　公　　債　　費 2,500,279 7.8 1.4 - 2,481,287 連結実質赤字比率 -

物　　件　　費 2,528,208 14.4  　諸 支 出 金 0 0.0 - - - 将来負担比率 -

維　持　補　修　費 82,871 0.5  　前年度繰上充用金 0 0.0 - - - 地方債現在高比率 122.2%

補　助　費　等 1,786,440 10.2 　歳　　出　　合　　計 32,120,189 3,365,273

うち一部事務組合負担金 958,239 5.4
公
営
事
業
等
へ
の
繰
出
等

事　業　名 繰　出　金 国
保
会
計
の
状
況

実質収支 126,718千円

100.0 2.0 1,649,171 22,780,194
積立金
現在高

財政調整基金

減債基金

積　　立　　金 - - 病院事業 378,900 加入世帯数

906,117

繰　　出　　金 2,776,742 15.8 水道事業 10,620 再差引収支 52,528千円 特定目的基金 3,845,470

11,469世帯 地　方　債　現　在　高 20,557,467

0 0.0 下水道事業 1,200,000 被保険者数 16,243人 　 うち財政融資資金・旧郵政公社資金現在高

調定額（被保険者1人当たり） 111千円

7,881,725
経常経費充当一般財源等計 国民健康保険 660,000 保険税収入額（1世帯当たり） 135千円 債 務 負 担 行 為 額

331千円 　保　　証 公社等 0

内
訳

普 通 建 設 事 業 費 （減収補塡債（特例分）及び臨時財政 介護保険 1,419,789

翌
年
度
以
降

支
出
予
定
額

物件等購入 0

うち人件費 経常収支比率 89.9% 後期高齢者医療 1,392,990 被保険者１人当たり保険給付費

投資的経費 15,813,293千円 土地開発基金 67

　補　　償 その他 0

うち

　補　助 対策債を経常から除いた場合）  介護老人保健施設 21,838 その他 4,371,203

　単　独 90.3% 収入印紙等購入基金 0 実質的なもの 0

　県　営 歳入一般財源等 合　　　　計 5,084,204 収 益 事 業 収 入 500,000

　　 歳　　出　　合　　計 R6年4月1日現在 100.1

土 地 開 発 基 金 現 在 高 323,326
失 業 対 策 事 業 費 ラスパイレス指数

災 害 復 旧 事 業 費 23,687,690千円


